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インド最大手IT､日本を4000人体制に
インドの注目企業＜3＞　タタコンサルの日本事業

日本TCSのアムル・ラクシュミナラヤナン社長

インドのITサービス最大手、タタ・コンサルタンシー・サービシズ（TCS）は2014年7月、日本
でのITサービス事業を三菱商事の同事業と統合した。新会社の名称は日本タタ・コンサルタンシ
ー・サービシズ（日本TCS）で、出資比率はTCSが51％、三菱商事が49％となっている。従業
員数2500人を抱え、IT分野では日印間で最大規模の合弁企業になる。統合の経緯や今後の目標
をアムル・ラクシュミナラヤナン社長に聞いた。

――事業統合の経緯について教えて下さい。

TCSは1987年から日本で活動しています。日本向けの専用のオフショアセンター
をコルカタやプネに設立するなどして、継続的に日本市場にコミットメントしてきま
した。多くの顧客に対して多様なサービスを提供しており、継続的な投資も進めてき
た経緯があります。

しかし、必ずしも満足いく成果を上げていたわけではありません。三菱商事との今
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回の戦略的なジョイントベンチャーによって、日本での存在感と規模、グローバルな
知識・スキルなどを揃えることができました。ジョイントベンチャーにより、日本の
顧客企業に対して、より効果的なサービスが提供できるようになったと同時に、日本
におけるTCSの成長も期待できると考えています。

顧客のニーズはつねに変化している

――日本市場ではどのような技術と分野にフォーカスしますか。

ITは従来、業務を自動化する目的で使われていましたが、今はそれだけではありま
せん。ビジネスに透明性と正確性をもたらすために使われるようになっています。ま
た、以前は業務用のソフトウエアなどプロダクトを設計してプログラミングして納品
することが中心でしたが、今は継続的にサービスを提供することが中心業務になって
います。

そうした中で、日本はIT普及率の高い先進市場です。顧客のニーズはつねに変化し
ています。ニーズに応えていくためにも、ITサービス企業には、先端のスキルや斬新
な視点が求められます。ここにわが社のチャンスもあるとみています。

――統合により、日本人従業員の方が多くなりました。

私たちはグローバル企業であり、グローバルビジネスのために人を採用、トレーニ
ングしています。特にインドと日本のためには、「TCSジャパン・テクノロジー・ア
ンド・カルチャー・アカデミー」を設立しました。両国のIT技術者が技術や文化、そ
して互いの理解を深めることを目指しています。

――インドと日本の間の文化の違いをどうみていますか。

文化の壁はどこにでもあり、国家間だけではなく同じ国の企業間にもあります。ど
の企業も独自の文化を持っているからです。この「違い」を認識する必要がありま
す。さもなければ、課題や問題を本当には解決できませんから。

言い換えれば、文化的な違いを認識してこそ文化的な課題を克服できるのです。イ
ンドと日本に関しては、一緒に働くことが多いほど課題も克服しやすくなります。日
本とインドの間におけるベストプラクティスを、私たちのアカデミーが示していける
ことを願っています。

従業員を4000人まで増やしていく

――日本市場での目標を教えて下さい。

顧客である日本企業のグローバル化と成長を助けるには、ローカルとグローバル双
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方のスキル・知識を組み合わせて提供できなくてはなりません。そのために、日本で
の従業員数を4000人まで拡大することが必要だと考えています。

現在は、ITがさらなる成長やグローバル展開を目指す企業の基本と位置づけられる
面白い時代です。グローバル展開を目指す日本企業がデジタル戦略を再構築できるよ
うに、私たちはかなりの投資を行っています。


